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島
根
県
教
職
員
協
議
会
は
、
十
月
二
十
八
日
に
結
成
六
十
周
年
を
迎

え
ま
し
た
。
こ
れ
は
島
根
県
教
職
員
協
議
会
の
前
身
で
あ
る
「
島
根
県

教
職
員
組
合
協
議
会
」
の
結
成
大
会
が
、
一
九
六
一
年
（
昭
和
三
十
六

年
）
の
十
月
二
十
八
日
に
出
雲
市
体
育
館
で
開
催
さ
れ
た
こ
と
か
ら
六

十
年
目
を
迎
え
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。 

 

当
初
、
本
年
十
月
二
十
四
日
に
出
雲
市
に
て
「
結
成
六
十
周
年
記
念

式
典
」
を
兼
ね
て
、
「
全
日
教
連
中
四
国
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
」
を
計
画
し

て
お
り
ま
し
た
。
し
か
し
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
防
止
の

た
め
、
や
む
な
く
一
年
延
期
す
る
こ
と
と
い
た
し
ま
し
た
。
来
年
こ

そ
、
皆
様
と
共
に
結
成
六
十
年
を
盛
大
に
祝
い
た
い
と
願
っ
て
お
り
ま

す
。 

 

「
す
べ
て
は
子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
」
と
い
う
理
念
の
も
と
、
教
育

の
中
正
・
正
常
化
を
目
指
し
た
職
員
団
体
と
し
て
結
成
さ
れ
た
島
根
県

教
職
員
協
議
会
は
一
貫
し
て
、
子
ど
も
た
ち
を
第
一
に
考
え
て
、
是
々

非
々
の
立
場
で
要
望
活
動
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
教
育
専
門
職

と
し
て
の
資
質
向
上
を
図
る
べ
く
、
研
修
活
動
も
積
み
重
ね
て
き
ま
し

た
。
理
念
の
文
言
こ
そ
、
現
代
に
合
う
よ
う
に
若
干
の
変
更
を
し
て
お

り
ま
す
が
、
根
底
に
あ
る
思
い
と
活
動
は
、
六
十
年
間
変
わ
る
こ
と
な

く
、
今
も
受
け
継
が
れ
て
き
て
お
り
ま
す
。 

 

そ
の
一
方
で
こ
の
六
十
年
で
、
子
ど
も
た
ち
や
私
た
ち
を
取
り
巻
く

環
境
は
大
き
く
変
化
し
ま
し
た
。
義
務
教
育
国
庫
負
担
制
度
の
見
直

し
、
教
職
員
評
価
制
度
の
導
入
、
教
育
基
本
法
な
ど
の
教
育
三
法
の
改

正
、
教
職
員
免
許
更
新
制
度
の
実
施
、
主
幹
教
諭
の
任
用
、
学
習
指
導

要
領
の
改
正
に
よ
る
教
科
や
教
育
課
程
の
変
更
な
ど
、
社
会
の
大
き
な

変
革
に
伴
い
、
学
校
現
場
も
大
き
く
変
わ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。 

 

ま
た
国
や
地
方
公
共
団
体
の
財
政
難
、
少
子
高
齢
化
、
昭
和
・
平
成

の
大
合
併
に
よ
る
市
町
村
の
枠
組
み
の
変
化
な
ど
に
も
教
育
現
場
は
大

き
く
揺
さ
ぶ
ら
れ
て
き
ま
し
た
。 

 

そ
の
中
で
、
子
ど
も
た
ち
の
よ
り
良
き
成
長
の
た
め
に
、
要
望
活
動

を
し
、
研
修
を
深
め
て
き
た
私
た
ち
島
根
県
教
職
員
協
議
会
の
活
動
は 

 

島
根
県
教
職
員
協
議
会 

 

 
 

 
 

 
 

結
成
六
十
周
年
を
迎
え
る 

 

実
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し
た
と
考
え
ま
す
。
今
ま
で
会
に
加
わ
り
活

動
を
し
て
こ
ら
れ
た
諸
先
輩
方
や
現
在
の
会
員
の
皆
様
に
心
か
ら
感
謝

し
た
い
と
思
い
ま
す
。 

 

一
方
で
、
結
成
六
十
年
を
迎
え
た
島
根
県
教
職
員
協
議
会
は
、
現
在

大
き
な
課
題
を
抱
え
て
い
る
こ
と
も
皆
さ
ん
と
共
に
認
識
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
そ
れ
は
会
員
数
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
で
す
。
教
育
現

場
の
現
状
や
要
望
を
伝
え
て
い
く
た
め
に
は
、
「
人
数
の
多
い
組
織
」

で
あ
る
こ
と
が
最
大
の
説
得
力
を
も
ち
ま
す
。
し
か
し
、
団
塊
の
世
代

の
大
量
退
職
や
新
規
加
入
会
員
の
減
少
か
ら
、
会
員
数
は
減
少
の
一
途

を
た
ど
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
そ
れ
に
伴
い
本
年
度
よ
り
専
従
職
を
廃

止
し
、
書
記
主
事
一
名
と
い
う
事
務
所
体
制
に
な
り
ま
し
た
。
事
務
局

会
の
メ
ン
バ
ー
（
会
長
・
副
会
長
・
事
務
局
長
・
事
務
局
次
長
・
書
記

主
事
）
に
よ
り
会
の
運
営
を
進
め
て
お
り
ま
す
が
、
専
従
職
が
担
っ
て

い
た
よ
う
な
活
動
を
十
分
行
う
こ
と
が
難
し
く
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

組
織
の
維
持
及
び
拡
大
は
喫
緊
の
課
題
で
す
。 

 

結
成
六
十
年
の
記
念
の
年
だ
か
ら
こ
そ
、
私
た
ち
会
員
は
一
人
一
人

が
再
度
、
こ
の
島
根
県
教
職
員
協
議
会
と
い
う
団
体
の
存
在
意
義
を
再

認
識
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
そ
し
て
、
子
ど
も
た
ち
の
よ
り

良
き
成
長
の
た
め
に
、
特
定
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
に
偏
る
こ
と
な
く
、
教

育
の
正
常
化
を
訴
え
続
け
て
い
く
こ
と
が
大
切
で
す
。
ま
た
教
育
専
門

職
と
し
て
誇
り
と
自
信
を
も
っ
て
、
日
々
教
育
実
践
を
積
み
重
ね
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
す
。 

 

そ
し
て
更
に
、
こ
の
理
念
や
活
動
の
様
子
を
多
く
の
会
員
で
は
な
い

教
職
員
に
今
ま
で
以
上
に
伝
え
、
理
解
し
て
い
た
だ
き
、
仲
間
と
し
て

加
わ
っ
て
い
た
だ
く
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

 

会
員
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
極
め

て
ご
多
忙
の
毎
日
を
お
過
ご
し
の
こ
と
と
存

じ
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
少
し
で
も
時
間
を

見
つ
け
て
い
た
だ
き
、
職
場
で
島
根
県
教
職

員
協
議
会
の
取
組
に
つ
い
て
話
題
に
し
て
い

た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
ご
理
解
・
ご
協

力
を
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
よ
ろ
し
く
お
願
い

い
た
し
ま
す
。 



               

 

 

 例年の人事院勧告は8月に行われます。しかし、本年は新型コロナウイルス流行のため調査が遅

れ、10月に2回に分けて、国家公務員の給与等について国会や内閣に勧告されました。 

 人事院勧告とは、国家公務員一般職の職員の給与について報告と勧告、勤務時間や公務員人事

管理等の報告から成り立っています。民間の給与と国家公務員の給与を比較し、民間給与との格

差を是正する目的で行われており、この勧告をもとにして内閣が案を作り国会で承認・決定され

ます。 

 私たち島根県の公立学校教職員の給与等は、この人事院勧告を指標として、県の人事委員会が

県知事や県議会に対して勧告を行い、改定されます。また幼稚園職員の給与等は、市町村ごとに

改定されます。 

 島根県教職員協議会では、今年度も島根県人事委員会に対して、給与改定をはじめ、勤務条件

等の改善について文書で要望を行っております。 

●人事院勧告（10月7日分） 

 ・国家公務員の期末・勤勉手当の年間支給月数を、前年度より0.05か月少ない4.45か月とす   

  るように勧告する。（民間の支給割合との均衡を図るために引き下げ・期末手当の支給月数   

  に反映させる。） 

●人事院勧告（10月28日分） 

 ・月例給の改定はしないよう勧告する。（民間との格差は極めて小さく、俸給表及び諸手当の 

  適切な改定が困難であるため、月例給の改定は行わない。） 

●島根県人事委員会勧告（10月30日分） 

 ・期末・勤勉手当は民間の支給割合に見合うよう4.15月分から4.10月分へ引き下げる。12月    

  支給の期末手当に反映させる。 

 ・新型コロナウイルス感染症対策として、児童生徒の安全と教育を受ける権利が守られるよう   

  適切な体制を整備する必要がある。 

 ・教育職員の負担軽減に向けて、「教職員の働き方改革プラン」等に基づく昨年度の取組実績   

  を十分に踏まえ、数値目標の達成に向け、必要な検証や見直しを行い、実行性のある対策の  

  推進が必要である。 

 ・女性職員が活躍できるように、育児、仕事と生活の両立を進める環境づくりやキャリア形成 

  の支援などを計画に基づき、着実に実行する必要がある。 

 ・メンタルヘルス対策、ハラスメント防止対策を更に進める必要がある。 

 ・定年の引上げに関する政府・国の動きを注視しつつ、対応の検討を進める必要がある。 

 

新会員加入助成のご紹介 
 
① 新規に会員が加入された場合 

 

 単組・支部と学校にそれぞれ 

 ２，０００円の加入助成金を支給 

 します。 

 （講師会員の加入助成金は、単組・ 

支部と学校にそれぞれ５００円です） 

 

② 勧誘活動の助成 

 

 学校や専門部会において、新規に 

会員を勧誘するための茶話会等を行 

われる場合は、その経費の一部を助 

成します。 

 

 島教協事務局までご相談ください。 

  電話０８５３ー２２－７７６２ 

島教協相互援助規定のご紹介 

①結婚祝金の給付  ５，０００円 

②出産祝金の給付  ５，０００円 

③永年勤続祝金の給付５，０００円 

④病気見舞金の給付 ５，０００円 

   (傷病約１ヶ月の療養) 

⑤災害見舞金の給付 

（住宅又は家財の損害を受けたとき 

         程度に応じて） 

⑥死亡弔慰金 

   （会員・会員配偶者死亡） 

 

上記の規定に該当するときは、 

 ご本人または学校代表は、 

  事務局まで連絡をお願いします。 

 

  電話０８５３ー２２－７７６２ 

令和2年の人事院勧告・県人事委員会勧告について 

教員免許更新講習について 

（情報提供） 
 新型コロナウイルスの感染拡大に

伴い、学校の業務増大等の理由があ

る場合には、更新延長が認められま

す。この場合有効期限の2か月前まで

に島根県教育委員会に届け出ること

になっています。 

 現在、自宅で受講できる方法（放

送大学のネット、島根大のＤＶＤ）

もありますので、ＨＰ等で検索して

みてください。 

 くれぐれも失効されないよう、計

画的に受講されるようお願いいたし

ます。 

※分からない点があれば、事務局に  

 お問い合わせください。 


